
電話

(第 3

(第 5

(第 3

単位

①

②

③

④

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標

51 51活 動
指 標

「市役所情報ＢＯＸ」放送回数 512 512 512 512

「きたひろ再発見」放送回数 51 52

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 900 900 900 900

　総　事　業　費  ①＋④ 2,790 2,734 2,734 2,734

0.10

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 1,890 1,834 1,834 1,834

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.10 0.10 0.10

 その他特財

 一般財源 1,890 1,834 1,834 1,834

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

①「市役所情報ＢＯＸ」市役所からのお知らせや行事案内をＦＭメイプルで
　　放送する。
②「きたひろ再発見」テーマとゲストを決め、北広島市の魅力を紹介する。
③災害発生などに関する非常放送（市とＦＭメイプルで災害協定を締結）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

①「市役所情報ＢＯＸ」市役所からのお知らせや行事案内をＦＭメイプルで放送する。
②「きたひろ再発見」テーマとゲストを決め、北広島市の魅力などを紹介する。
③災害発生や徘徊高齢者などに関する非常放送を行う。（市とＦＭメイプルで協定等を締
  結）

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民及び周辺市町

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

①ＦＭラジオによる広報を通じて、身近でタイムリーな情報を提供する。
②災害発生などに関する防災情報を逐次提供できる手段を得ることができる。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 情報の共有

事務事業開始年度 H14
根拠法令等 北広島市広報事務規程

〃  終了予定年度

内線７７４

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 道塚美彦 課長職名 菅原直臣 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 0802 事務事業名 コミュニティＦＭ広報事業 作成部署 総務部情報推進課



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

平成23年度に向けた具体的な方向性

　外部評価委員会の意見もあり、災害時などの連携などについてさらに
研究すること。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合

 北広島市認知症高齢者ＳＯＳネットワーク事業に基づき、徘徊高齢者に
関する非常放送を行う。（市とＦＭメイプルで覚書を取り交わす）

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

拡大重点化 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　市の情報提供の多様性を確保する点では、有効である
と考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　番組構成としては、市民の参加や市の政策、タイム
リーな情報提供を心掛けており、概ね効率的と考える。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　市の事業や政策、災害時の非常放送などを伝える手段
であるため、事業は妥当と考える。

整理番号 0802
【３ 評　価 （チェック）】



電話

(第 3

(第 5

(第 3

単位

千人

① 回

②

③

④

①

②

③

平成22年10月4日作成日高村俊昭

手
　
　
段

対　　象
(誰､又は何を)

■自治事務　　□法定受託事務 大道政男

事務事業開始年度

経済部 商業労働課

課長職名

23年度の予定21年度決算

平成22年度

意　　図 　市内外に当市の情報等を発信し続けることで、多くの人が「訪れてみたい」「住んでみた
い」「住み続けたい」「起業してみたい」と感じられる魅力あふれる都市イメージの創出を
目指す。

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

2909 北広島市シティセールス事業

6,300

 ① 合　計 0

 ④ ＝②×③ 6,300

作成部署

21年度(確定値)目標値

6,300

9,000

北広島市

 その他特財

9,000

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

整理番号

16,300

0.70

9,000

6,300

0

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

0.70

0

 一般財源

別紙 １

H21

事務事業名

根拠法令等

部長職名

内線８５８

事務区分

〃  終了予定年度

上位施策との関連
（総合計画体系）

章）

節）

市民並びに市外の個人、団体など

【１ 計　画 （プラン）】

目
　
　
的

いきいきとした交流と連携のまち

開かれた市政

施策） 情報の共有

【２ 実　施 （ドゥ）】

0.70

20年度決算

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成21年度まで

・公募型プロポーザルの実施
・シティセールス基本戦略の策定
・都市イメージを調査するためのインターネット調査
・関係者からのヒアリングなど

・シティセールス事業の推進に向けた関係機関、団体等との打ち合わせ

（単位：千円）

22年度予算
（繰越明許予算）

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【事業費の推移】

成 果

指 標

4

活 動
指 標

指　　　標　　　名

観光入込客数 1,000

プロモーション活動

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

直接事業費

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

人  件  費
（概算）

　総　事　業　費  ①＋④

 地方債

 国支出金

0

1,628

 道支出金

1,706

3,412

指　　　　　標　　　　　値

23年度(予定値)

1,000

0.00

10,000

9,000

8,372

1,706

889 1,000

3 4

9,712

22年度(予定値）



評点
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□
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　平成２２年度に策定予定のシティセールス基本戦略プランに基づ
き、市内外に向けて当市の魅力を、関係部局と連携の下継続的に発信
していく。

平成23年度に向けた具体的な方向性

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

見直し

統合

休止・廃止

現状継続

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

3

妥
当
性

終了

今後の方向性に対する意見

現状継続

見直し

休止・廃止

総 合 判 定

（方向性） 統合

拡大重点化

見直し 休止・廃止

統合 終了現状継続

　企業誘致など関係部局との連携を図り、基本戦略に基づき具体的な
事業展開を図り、効果測定を行なうこと。

拡大重点化

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）【外部評価】 （外部評価委員会による評価

―

【３ 評　価 （チェック）】
整理番号

法律の義務付けなし

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

事業担当部局による評価

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

法律の義務付けあり

3

-

平成21年度における評価　（現状と課題）

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

チ ェ ッ ク 項 目

効
率
性

公
平
性

有
効
性

　市内外に効果的な情報発信をすることにより、来
訪者や移住者の増加、企業等の誘致に繋がることか
ら今後、積極的に推進していく必要があり妥当性が
ある。

　今後、積極的に情報発信していくことは、都市イ
メージの向上に向けて有効である。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

評点区分

3
　プロポーザル方式により特定した業者が、イメー
ジ調査などを実施することで、より専門性の高い分
析を得られることができ、一定の効果が得られる。

前年度の総合判定 ―

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

【 参 考 】

―

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】



電話

(第 3

(第 5

(第 3

単位

① 回

② 回

③ 部

④

①

②

③

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 3702 事務事業名 議会だより発行事業 作成部署 議会事務局

事務事業開始年度 Ｓ５８
根拠法令等 北広島市議会広報発行に関する条例

〃  終了予定年度

内線734

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 佐藤　隆 課長職名 小島　晶 作成日 平成22年5月30日

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 情報公開

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　議員による議会広報編集委員会を組織し、議員自ら編集を行っており、議会事務局職員はその
事務補助を行っている。
　年4回発行、１回当たり約23,000部印刷し、各家庭に新聞折込み及び新聞未購読世帯へは戸別配
達を行ってきた。（新聞未購読世帯には、平成１６年度より郵送からシルバー人材センターによ
る宅配に変更し、経費節減を図った。）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　同　　上

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

定例会等での一般質問や代表質問の答弁及び各議案の審議の状況など、市議会の活動概要を市民
に周知する。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 2,041 2,947 3,879 3,879

0.10

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 2,041 2,947 3,879 3,879

 ② 人　数（年間） 0.10 0.10 0.10

 ④ ＝②×③ 900 900 900 900

　総　事　業　費  ①＋④ 2,941 3,847 4,779 4,779

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

4 4

発行部数 90,900 95,900 97,000 97,000

活 動
指 標

広報編集委員会開催日数 20 21 20 20

発行回数 4 4

基 本
指 標

成 果

指 標

広報を読んでいると回答
7割 7割

【指標の定義（算式等）】

7割 7割
【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　市民からインターネットによる公開を求められており、
議会広報編集委員会の議論を経て平成１９年から公開して
いる。

整理番号 3702
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

-

評点区分 　　　　　　　　３　適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　昭和５８年の発刊以来、２８年が経過しており、市議会
の広報として市民に定着しているものと考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３ 　概ね効率的と考える。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

- 現状維持

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状維持

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　表紙の作成の大幅な見直し、さらに特集を組むなど、編集には創意工
夫を重ねてきたところである。
　現状のまま継続する。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり現状継続とする。なお、インタネットを利用した中継
を実施すること。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了
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